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阅规则； 

 如果您想阅读《里兆法律资讯》的以往内容，
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 ご意見やご提案等ございましたら、或いは「里兆

法律情報」を受信できていない又は受信をご希

望されない場合には、私共にご連絡ください。 
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一、相关新法令、新政策 
 
 
 

 关于进一步加强环境影响评价管理防范环境

风险的通知 

 

【发布单位】环境保护部 

【发布文号】环发〔2012〕77 号 

【发布日期】2012-07-03 

【实施日期】2012-07-03 

【内容提要】该通知要求加强环境影响评价管理、

建设项目“三同时”验收监管等。并

提出： 

 企业应建设并完善日常和应急监

测系统，配备大气、水环境特征

污染物监控设备，编制日常和应

急监测方案，提高监控水平、应

急响应速度和应急处理能力； 

 建立完备的环境信息平台，定期

向社会公布企业环境信息，接受

公众监督。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/bwj/201207/t201
20710_233249.htm 
 
 
 
 

 
 危险化学品登记管理办法 

 

【发布单位】国家安全生产监督管理总局 

【发布文号】国家安全生产监督管理总局令第 53 号 

【发布日期】2012-07-01 

【实施日期】2012-08-01 

【内容提要】该办法对危险化学品生产企业、进口

企业生产或者进口《危险化学品目录》

所列危险化学品的登记工作进行了明

确。根据该办法： 

 新建的生产企业应当在竣工验收

前办理危险化学品登记。 

 进口企业应当在首次进口前办理

危险化学品登记。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.chinasafety.gov.cn/newpage/Contents/
Channel_5330/2012/0711/173367/content_17336
7.htm 
 
 
 
 
 

 
 家电维修服务业管理办法 

 

【发布单位】商务部 

【发布文号】商务部令 2012 年第 7 号 

【发布日期】2012-06-09 

【实施日期】2012-08-01 

【内容提要】根据该办法：家电维修从业人员应当

一、関連する新法令、新政策 
 
 
 

 環境影響評価管理を一層強化し、環境リスクを

予防することについての通知 

 

【発布機関】環境保護部 

【発布番号】環発〔2012〕77 号 

【発 布日 】2012-07-03 

【施 行日 】2012-07-03 

【概    要】本通知は、環境影響評価管理、建設プロ

ジェクト「3 つの同時」の検収監督などの強

化を求め、且つ以下の通り言及している。 

 企業は、日常および非常時のモニタリ

ングシステムを建設し且つ整備し、大

気、水環境特徴汚染物監視設備を

配置し、日常および非常時のモニタリ

ング方案を制定し、監視水準、非常

時の対応速度と処理能力を引き上げ

なければならない。 

 完備された環境情報プラットホームを

構築し、企業環境情報を定期的に社

会に発信し、社会の監督を受ける。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/bwj/201207/t201
20710_233249.htm 
 
 
 

 危険化学品登記管理弁法 

 

【発布機関】国家安全生産監督管理総局 

【発布番号】国家安全生産監督管理総局令第 53 号 

【発 布日 】2012-07-01 

【施 行日 】2012-08-01 

【概    要】本弁法は、危険化学品生産企業、輸入

企業が「危険化学品目録」に列記された危

険化学品を生産または輸入する登記作業

について明確にしている。本弁法によると以

下の通りである。 

 新設する生産企業は、竣工検収前に

危険化学品登記手続きを行わなけれ

ばならない。 

 輸入企業は、最初の輸入の前に危険

化学品登記手続きを行わなければな

らない。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.chinasafety.gov.cn/newpage/Contents/
Channel_5330/2012/0711/173367/content_17336
7.htm 
 
 
 

 家電補修サービス業管理弁法 

 

【発布機関】商務部 

【発布番号】商務部令 2012 年第 7 号 

【発 布日 】2012-06-09 

【施 行日 】2012-08-01 

【概    要】本弁法によると、家電補修従業者は、係る
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具备从事相应维修活动的职业、技术

资质。家电维修经营者应当配备相应

质量合格的作业设备和劳动保护用

具。 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/c/201207/20
120708225212.html 
 
 
 

 
【注】 

 如果需要了解法律、法规或政策的全文内容或

需要相关日文翻译服务，请与我们联系； 

 本栏目所公布的网址通常为官方网址，如果无

法访问，您可以通过搜索引擎查阅或与我们联

系。 

 
 
 

二、相关新信息 
 
 
 

 海关将全面推开分类通关改革 启动通关作业

无纸化改革试点 

 

日前，海关召开通关改革部署会议，透露海关

将在全国所有进出口口岸推开分类通关改革，同时

启动通关作业无纸化改革试点。 

 分类通关改革率先在出口环节试点、推广，

并逐步在进口环节试点。现在，海关将实

现分类通关的全覆盖，让所有企业享受到

分类通关改革带来的便利。 

 将于 2012 年 08 月 01 日在部分海关启动

通关作业无纸化改革试点，从企业申报进

出口货物开始，一直到货物放行，在整个

通关流程中，逐步推进由纸质单证为主向

电子数据为主的转变，实现全程无纸化管

理。 

并将在 2015 年前在全国海关全面实现通

关作业无纸化，并将适用范围扩大到全部

进出口企业。企业不必再打印纸质随附单

证。 

 

（摘自新华网；2012 年 07 月 05 日发布） 

 
 
 
 
 

 

 
 国务院常务会议研究部署深化流通体制改革 

讨论通过《节能减排“十二五”规划》 

 
 

日前，国务院常务会议研究部署深化流通体制

改革加快流通产业发展，讨论通过《节能减排“十

二五”规划》。 

《关于深化流通体制改革加快流通产业发展的意

補修活動に従事するための職業、技術資

格を具備していなければならない。家電補

修事業者は、係る品質が合格した作業設

備と労働保護用具を配置していなければな

らない。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/c/201207/20
120708225212.html 
 
 
 

【注】 

 法令・政策の全文の内容や相応の日本語訳のサ

ービスが必要な場合には、私共にご連絡ください。 

 ご案内する URL は政府筋の公式サイトですが、リ

ンクできない場合は、検索エンジンで検索いただく

か、私共にご連絡いただければと思います。 

 
 
 

二、関連する新着情報 
 

 
 

 税関は、分類通関改革を全面的に推し進め、通

関作業のペーパレス化改革の試行を開始する 

 

先頃、税関は通関改革手配会議を開催し、税関は

全国のすべての輸出入検問所において分類通関改革を

推進すると同時に、通関作業のペーパレス化改革の試

行を開始することを明かした。 

 分類通関改革は、まずは輸出段階で試行し、

徐々に輸入段階で試行するようにする。現在、

税関は、分類通関が全域をカバーし、すべての

企業が分類通関改革によってもたらされる利便

を受けられることを実現させる。 

 2012 年 8 月 1 日に、一部の通関は通関作業

のペーパレス化改革試行を開始し、企業の貨物

輸出入の申告から、貨物の通関許可まで、通

関手続の全過程で、紙媒体ドキュメントを主とし

たものから、電子データーを主としたものへと徐々

に移行し、全過程でのペーパレス化管理を実現

させる。 

且つ、2015 年までに全国の税関で通関作業の

ペーパレス化を全面的に実現させ、且つ適用範

囲を全部の輸出入企業に拡大させる。企業は

爾後プリントアウトした紙媒体のドキュメントを添

付しなくてもよい。 

 

（2012 年 7 月 5 日付の新華網ウェブサイトより抜粋） 
 
 
 

 国務院常務会議が流通体制改革の推進を手配

し、「省エネ排出削減『第十二次五ヶ年』計画」を

話し合い可決した 

 

先頃、国務院常務会議が流通体制改革を推進し流

通産業の発展を加速する手配を行い、「省エネ排出削

減『第十二次五ヶ年』計画」を話し合い可決した。 

「流通体制改革を推進し流通産業の発展を加速する

http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/c/201207/20120708225212.html
http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/c/201207/20120708225212.html
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/cn/feedback/contact.asp
http://www.gov.cn/ldhd/2012-07/11/content_2181133.htm
http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/c/201207/20120708225212.html
http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/c/201207/20120708225212.html
http://www.leezhao.com/jp/feedback/contact.asp
http://www.leezhao.com/jp/feedback/contact.asp
http://www.gov.cn/ldhd/2012-07/11/content_2181133.htm
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见》（摘录部分） 

（二）创新流通方式。加快发展电子商务。 

（四）提升信息化水平。推动物联网等技术在流

通领域的应用。 

（六）规范市场秩序。加强关键商品流通准入管

理，健全流通追溯体系，加强商品质量监督检查。 

（七）深化改革开放。消除地区封锁和行业垄断，

提高流通产业利用外资的质量和水平。 

（八）切实降低流通环节费用。推进工商用电用

水同价。 

（九）完善支持政策。落实总分支机构汇总纳税

政策。积极推进营业税改征增值税试点。 

（十）健全法律法规和标准体系。全面清理和取

消妨碍公平竞争、设置行政壁垒、排斥外地产品

和服务进入本地市场的规定。 

 
 
 

 

 
《节能减排“十二五”规划》（摘录部分） 

 调整优化产业结构。抑制高耗能、高排放行

业过快增长，加快淘汰落后产能，推动服务

业和战略性新兴产业发展。 

 推动提高能效水平。 

 强化主要污染物减排。加强电力、钢铁、水

泥等行业污染物防治，控制机动车污染物排

放。 

 

（摘自中国政府网；2012 年 07 月 11 日发布） 

 
 
 

 《著作权法》（修改草案第二稿）征求意见 

 

 
根据社会各界反馈的意见和建议，国家版权局

对《著作权法》（修改草案）进行了修改和完善（形

式上体现为在原草案基础上删除三条、增加三条、

对四十八个条文进行了改动；实质上涉及著作权内

容、职务表演、“合理使用”等十四方面的问题），

形成《著作权法》（修改草案第二稿），并再次公开

征求建议和意见（截止日期为 2012年 07月 31日）。 

 

（摘自国家版权局网站；2012 年 07 月 06 日发布） 

 
 
 
 

 
 《网络发票管理办法（征求意见稿）》公开征

求意见 

 

日前，国家税务总局发布《网络发票管理办法

（征求意见稿）》，公开征求意见（截止时间为 2012

年 08 月 13 日）。 

 在中国境内使用网络发票管理系统开具发

票的单位和个人办理网络发票管理系统的

开户登记、网上领购发票手续、在线开具、

ことについての意見」（一部抜粋） 

（二）流通方式を革新する。電子商取引の発展を加

速させる。 

（四）情報化水準を向上させる。モノのインターネットな

ど技術の流通分野での応用を推進する。 

（六）市場の秩序を規範化する。主要商品の流通参

入管理を強化し、流通逆追跡システムを整備し、商

品品質監督検査を強化する。 

（七）改革開放を推進する。地域封鎖および業種独

占を取り除き、流通産業の外資利用の品質および水

準を引き上げる。 

（八）流通段階の費用を着実に引き下げる。工商電

気・水道使用料の同価格を推進する。 

（九）支援政策を整備する。本部・分支機構の集計

納税制度を実施する。営業税の増値税への一本化

試行を積極的に推進する。 

（十）法令及びおよび基準体系を整備する。公平な競

争を妨害し、行政の壁を設置し、外地製品とサービス

の本地市場参入を排斥する規定を全面的に見直し、

廃止する。 

「省エネ排出削減『第十二次五ヶ年』計画」(一部抜粋) 

 産業構造を調整し最適化する。消耗量の高く、

排出量の多い産業の速すぎる増長を抑制し、立

遅れた生産能力の淘汰を加速し、サービス業と戦

略的新興産業の発展を推進する。 

 エネルギー効率水準の向上を推進する。 

 主な汚染物の排出削減を強化する。電力、鉄

鋼、セメントなど業種の汚染物の防止処理を強化

し、エンジン付車両の汚染物排出を制御する。 

 

（2012年7月11日付の中国政府ウェブサイトより抜粋） 
 
 
 

 「著作権法」（改正草案第二稿）がパブリックコメン

トを募集する 

 

社会各界からフィードバックされた意見および提案に基

づき、国家版権局は「著作権法」（改正草案）に対し改

正と整備を行い（形式上、原草案をベースに 3条を削除

し、3 条を追加し、48 の条文を修正しており、実質的に

は、著作権の内容、職務上のパフォーマンス、「合理的

な使用」といった 14 の方面での問題に言及している）、

「著作権法」（修正草案第二稿）として、この度改めてパ

ブリックコメントを募集している（募集締切日は 2012年 7

月 31 日）。 

 

（2012年7月6日付の国家版権局ウェブサイトより抜粋） 
 
 
 

 「オンライン発票管理弁法（意見募集案）」がパブリ

ックコメントを募集する 

 

先頃、国家税務総局は「オンライン発票管理弁法

（意見募集案）」を公表し、パブリックコメントを募集してい

る（締切日は 2012 年 8 月 13 日）。 

 中国でオンライン発票管理システムを使用して

発票を発行する機関および個人がオンライン発

票管理システムの開設登記、オンライン発票購

http://www.ncac.gov.cn/cms/html/309/3502/201207/759779.html
http://www.chinalaw.gov.cn/article/cazjgg/201207/20120700369916.shtml
http://www.chinalaw.gov.cn/article/cazjgg/201207/20120700369916.shtml
http://www.chinalaw.gov.cn/article/cazjgg/201207/20120700369916.shtml
http://www.ncac.gov.cn/cms/html/309/3502/201207/759779.html
http://www.chinalaw.gov.cn/article/cazjgg/201207/20120700369916.shtml
http://www.chinalaw.gov.cn/article/cazjgg/201207/20120700369916.shtml
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在线查验和缴销等事项，遵守本办法。 

 网络发票是指符合统一标准并通过省税务

机关以上税务机关认可的网络发票管理系

统开具的发票。 

 

（摘自中国法制信息网；2012 年 07 月 13 日发布） 

 
 
 

 
 
 关于服务业企业出口退税政策的简要介绍 

 
 

按照中国以往税法规定（目前除上海地区以外，

中国其他地区仍执行该规定），对于服务业企业所从

事的各项服务业务（包括出口服务），征收营业税而

不征收增值税，并不涉及出口退税的问题（中国对

增值税，才执行出口退税政策）。 

 

中国对服务业已经开始启动由营业税改征增值

税的试点工作。其中，根据《营业税改征增值税试

点方案》、《关于在上海市开展交通运输业和部分现

代服务业营业税改征增值税试点的通知》等规定，

上海市自 2012 年 01 月 01 日起正式开展交通运输

业和部分现代服务业营业税改征增值税试点，后续

试点地区以及行业范围可能会进一步扩大。 

 

根据上述“营业税改征增值税试点”的基本政

策，为具体落实试点地区单位和个人（以下简称“试

点服务提供者”）在提供两项服务出口业务（目前仅

限于该两项服务出口业务）时适用的增值税优惠政

策，2011 年 12 月 29 日，财政部、国家税务总局

发布了《关于应税服务适用增值税零税率和免税政

策的通知》，2012 年 04 月 05 日，国家税务总局发

布了《营业税改征增值税试点地区适用增值税零税

率应税服务免抵退税管理办法（暂行）》。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

结合目前法律规定、与政府部门的沟通意见等，

针对试点服务提供者提供两项服务出口时增值税的

优惠政策，我们简要列表介绍如下： 
 
 

（一）提供两项服务出口的界定 

概要 简要介绍 

国际

运输

服务 

“国际运输服务”，具体包括： 

1. 在境内载运旅客或者货物出境。 

2. 在境外载运旅客或者货物入境。 

3. 在境外载运旅客或者货物。 

 

需要说明的是，上述“出境”、“入境”、“在

境外”中的“境”是指大陆地区（不包括“港

澳台”）的“国境”的概念，出入中国“海

入手続、オンライン発行、オンライン照合および

返上などを行う場合、本弁法を遵守する。 

 オンライン発票とは、統一基準に適合し且つ省

税務機関以上の税務機関の認めるオンライン

発票管理システム通して発行する発票をいう。 

 

（2012年 7月 13日付の中国法制情報ウェブサイトより

抜粋） 
 
 
 

 サービス業企業の輸出時税金還付措置に関する

簡潔な紹介 

 

中国の従来の税法規定（現在、上海地区を除き、中

国のその他の地区では尚も当該規定を執行している）に

より、サービス業企業が営む各サービス業務（輸出サービ

スを含む）には増値税ではなく、営業税が課されていたた

め、輸出時税金還付は発生しなかった（中国は、増値

税に対してのみ輸出時税金還付措置を執行する）。 

 

中国では、サービス業を対象にした営業税から増値税

への一本化の試行作業を既にスタートしている。「営業

税から増値税への一本化試行方案」、「上海市で交通

運輸業および一部の現代サービス業の営業税から増値

税への一本化試行を展開することについての通知」など

の規定により、上海市は 2012年 1月 1日より、交通運

輸業および一部の現代サービス業の営業税から増値税

への一本化の試行を本格的に展開しており、今後は試

行地区および業種範囲が更に拡大されることが予想さ

れる。 

 

上述の「営業税から増値税への一本化試行」の基本

政策に基づき、試行地区の組織および個人（以下「試

行サービス提供者」という）が2つの輸出サービス業務（現

時点では、当該 2 つの輸出サービス業務のみに限定す

る）を提供する際に適用される増値税優遇措置を確実

に実施することを目的として、2011年 12月 29日に、財

政部、国家税務総局が、「課税サービスに増値税ゼロ

税率と免税措置を適用することについての通知」を公布

し、2012年 4月 5日に、国家税務総局が「営業税から

増値税への一本化試行地区に適用される増値税ゼロ

税率課税サービスの税金免除・控除・還付管理弁法

（暫定）」を公布している。 

 

現法律規定、政府部門とやり取りした意見などと併

せ、試行サービス提供者が 2 つの輸出サービスを提供す

る際の増値税優遇措置について、下表の通り簡潔に説

明する。 

 

（一）提供する 2 つの輸出サービスの画定 

概要 簡潔な説明 

国際

運輸

サー

ビス 

「国際運輸サービス」の詳細は以下の通りである。 

1． 国内で旅客または貨物を輸送し出国する。 

2． 国外で旅客または貨物を輸送し入国する。 

3． 国外で旅客または貨物を輸送する。 

 

ご注意頂きたいこととして、上述の「出国」、「入

国」、「国外で」の「国」とは大陸地区（「香港・マ

カオ・台湾」を除く）の「国境」という意味であり、中

http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n10623349/n10623351/11817775.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n10623349/n10623351/11817775.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n10623349/n10623351/11817775.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201112/t20111230_620458.html
http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201112/t20111230_620458.html
http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201112/t20111230_620458.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n10623349/n10623351/11817775.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n10623349/n10623351/11817775.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n10623349/n10623351/11817775.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/11735500.html
http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201112/t20111230_620458.html
http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201112/t20111230_620458.html
http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201112/t20111230_620458.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
http://www.csj.sh.gov.cn/pub/xxgk/zcfg/jckss/201204/t20120418_395292.html
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关特殊监管区域”等“关境”，不属于“国

际运输服务”，不能享受本文讨论的增值税

优惠政策。 

 

向境

外单

位提

供的

研发

服务、

设计

服务 

“向境外单位提供的研发服务、设计服务”，

具体包括： 

1. 研发服务是指就新技术、新产品、新工

艺或者新材料及其系统进行研究与试

验开发的业务活动。 

2. 设计服务是指把计划、规划、设想通过

视觉、文字等形式传递出来的业务活

动；具体包括工业设计、造型设计、服

装设计、环境设计、平面设计、包装设

计、动漫设计、展示设计、网站设计、

机械设计、工程设计、创意策划等。 

 

需要说明的是，向中国“海关特殊监管区域”

内的主体提供研发服务、设计服务，不能享

受本文讨论的增值税优惠政策。 

 

（二）增值税优惠政策的享受方法 

区分 简要介绍 

小规

模纳

税人 

适用“免征”增值税办法，即，在该交易环

节（对外提供两项服务出口），免征增值税。 

一般

纳税

人 

实行增值税“免抵退税”办法，其中退税率

为其对应的内销服务使用征税率，另有规定

的除外（截止目前，并无“另有规定”）。 

 

上述“免抵退税”计算金额=两项服务出口

的计税价格（通常为外汇计价的收入金额）

×外汇人民币牌价×退税率。需要说明的

是： 

1. “免抵退税”金额的计算较为复杂，需

要考虑较多的因素，总体上而言，上述

“免抵退税”的含义如下： 

①“免”：在该交易环节，免征增值税。 

②“抵”：上述“免抵退税”计算金额，

可以根据法定标准，抵顶内销服务、货

物的销项税额。 

③“退”：“免抵退税”未抵顶完毕的部

分，理论上而言，可以要求退税或者留

待下期抵顶。 

2. 上述“退税率”为其在境内提供对应服

务的增值税税率，其中： 

①“国际运输服务”目前的税率为11%。 

②“向境外单位提供的研发服务、设计

服务”目前的税率为 6%。 

国「税関特殊監督管理区域」などの「関税領

域」を出入りすることは、「国際運輸サービス」に

該当せず、本文で検討している増値税優遇措

置を享受できない。 

国外

の組

織に

提供

する

研究

開発

サー

ビス、

設計

サー

ビス 

「国外の組織に提供する研究開発サービス、設

計サービス」の詳細は以下の通りである。 

1． 研究開発サービスとは、新技術、新製品、

新工程または新素材およびそのシステムの

研究と試験開発を行う作業のことを指す。 

2． 設計サービスとは、プラン、企画、構想を視

覚、文字などの形で伝える作業のことを指

す。具体的には工業設計、造形設計、アパ

レル設計、環境設計、グラフィックデザイン、

包装設計、アニメーションデザイン、展示設

計、ウェブデザイン、機械設計、工事設計、

クリエイティブ・プランニングなどが含まれる。 

 

ご注意頂きたいこととして、中国「税関特殊監督

管理区域」内の主体に研究開発サービス、設計

サービスを提供する場合、本文で検討する増値

税優遇措置を享受できない。 

 

（二）増値税優遇措置の享受方法 

区分 簡潔な説明 

小規

模納

税者 

増値税「徴収免除」という方法が適用され、即

ち、当該取引段階（2つの輸出サービスを対外的

に提供する）では、増値税の徴収が免除される。 

一般

納税

者 

増値税「税金免除・控除・還付」という方法を実

行し、このうち、税金還付率は、相応する国内販

売サービスで使用されている課税税率とするが、

別途規定がある場合は除く（現時点までにおいて

は、「別途規定がある」という状況はない）。 

 

上述の「税金免除・控除・還付」の計算金額=2

つの輸出サービスの課税価格（通常は外貨建て

の収入金額）×為替レート×税金還付率。 

注意事項： 

1． 「税金免除・控除・還付」金額の計算はや

や複雑であり、比較的多くの要素を考慮す

る必要があるが、全体的に見て、上述の

「税金免除・控除・還付」の意味は以下の

通りである。 

①「免除」：当該取引段階において、増値

税の徴収が免除される。 

②「控除」：上述の「税金免除・控除・還

付」計算金額は、法定の基準に基づき、国

内販売サービス、貨物の販売税額から控除

することができる。 

③「還付」：「税金免除・控除・還付」により

控除し切れていない部分は、理論的に言え

ば、税金還付または次期に繰越して控除す

るよう要求することができる。 

2． 上述の「税金還付率」は国内で提供した係

るサービスの増値税税率である。具体的に

は以下の通りである。 

①「国際運輸サービス」の現税率は 11%で

ある。 

②「国外の組織に提供する研究開発サービ

ス、設計サービス」の現税率は 6%である。 
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值得注意的是，试点服务提供者享受上述增值

税“免抵退税”优惠政策，必须向主管税务机关办

理出口退（免）税认定手续。 

 

相关出口退（免）税认定手续所需提供的关键

性资料，我们简要列表介绍如下： 

 

类型 关键性资料 

国际

运输

服务 

不同类型的国际运输服务，享受上述增值税

优惠政策的前提是： 

1. 从事水路国际运输：应提供《国际船舶

运输经营许可证》。 

2. 从事航空国际运输：应提供《公共航空

运输企业经营许可证》，且其经营范围

应包括“国际航空客货邮运输业务”。 

3. 从事陆路国际运输：应提供《道路运输

经营许可证》和《国际汽车运输行车许

可证》，且《道路运输经营许可证》的

经营范围应包括“国际运输”。 

 

 

向境

外单

位提

供的

研发

服务、

设计

服务 

向境外单位提供的研发服务、设计服务，享

受上述增值税优惠政策的前提是，应提供

《技术出口合同登记证》（以下简称“《登记

证》”）。值得注意的是： 

1. 依据《技术进出口管理条例》、《技术进

出口合同登记管理办法》等规定，对实

质上属于“技术出口”的合同，在依法

办理登记手续后，才能获得《登记证》。

该项政府手续由各地商务部门办理，例

如，上海地区，可参见上海市商务委员

会的“技术出口合同登记办事指南”。 

2. 对于可以享受本文讨论的增值税优惠

政策的研发服务、设计服务，中国税法

并未明确规定必须与“技术”相关，目

前税法规定的部分研发服务、设计服务

（例如，展示设计、创意策划等），实

质上本身可能并不含有（或者不明显含

有）技术的内容。对于该部分服务对应

的合同，理论上，无法办理《登记证》。

虽然如此，如果需要享受上述增值税

“免抵退税”优惠政策，则又必须提供

此项《登记证》，即，存在一定的矛盾

性。 

3. 由于目前营业税改征增值税尚处于试

点的起步阶段，对于上述矛盾性，在法

律层面和政府实务操作层面，尚未有明

确的解决方法。随着实务操作的推进，

以及试点地区和行业范围的进一步扩

大，后续可能会予以明确。基于此，我

们建议，试点服务提供者在合同签署阶

段，就应当考虑在合同内容（实质）、

表述（形式）等方面尽量体现“技术”

的内容，并在办理阶段与商务主管部门

做好沟通工作，以顺利取得享受增值税

“免抵退税”优惠政策所需的《登记

证》。理论上，办理《登记证》的商务

主管部门将对合同是否含有“技术”等

进行实质性审查；在目前实务中，在表

ご注意頂きたいこととして、試行サービス提供者が上

述の増値税「税金免除・控除・還付」の優遇措置を享

受するには、主管税務機関にて輸出時税金還付（免

除）認定手続きを行わなければならない。 

 

係る輸出時税金還付（免除）認定手続きの際に提

供する必要がある重要資料は、下表の通りである。 

タイプ 重要資料 

国際

運輸

サービ

ス 

それぞれのタイプの国際運輸サービスが上述の

増値税優遇措置を享受するための前提は以下

の通りである。 

1． 水路国際運輸：「国際船舶運輸経営許

可証」を提供する必要がある。 

2． 航空国際運輸：「公共航空運輸企業経

営許可証」を提供し、経営範囲に「国際

航空旅客貨物郵便物運輸業務」が含ま

れている必要がある。 

3． 陸路国際運輸：「道路運輸経営許可証」

と「国際自動車運輸通行許可証」を提供

し、「道路運輸経営許可証」の経営範囲

に「国際運輸」が含まれている必要がある。 

国外

の企

業に

提供

する

研究

開発

サービ

ス、設

計サ

ービス 

国外の企業に提供する研究開発サービス、設

計サービスが上述の増値税優遇措置を享受す

るためには、「技術輸出契約登記証」（以下「登

記証」という）の提出が前提となる。 

注意事項： 

1． 「技術輸出入管理条例」、「技術輸出入

契約登記管理弁法」などの規定により、実

質的に「技術輸出」に該当する契約は、法

に照らし登記手続きを行なった後にはじめ

て「登記証」を取得することができる。当該

政府手続きは、各地の商務部門が取扱

い、例えば、上海地区については、上海市

商務委員会の「技術輸出契約登記取扱

の手引き」を参照するとよい。 

2． 本文で検討している増値税優遇措置を享

受できる研究開発サービス、設計サービス

について、「技術」関連でなければならない

との明確な規定は中国税法になく、現税

法規定の一部の研究開発サービス、設計

サービス（例えば、展示設計、クリエイティブ

プランニングなど）は実質的には、技術的内

容を恐らく含んでいない（または明確に含ん

でいない）。当該部分のサービスの契約は

理論的には、「登記証」の取得手続きがで

きない。にも関わらず、上述の増値税「税

金免除・控除・還付」優遇措置を享受した

い場合には、この「登記証」の提供が必須

となることから、矛盾する点がある。 

3． 現時点では、営業税から増値税への一本

化は未だ試行の駆け出し段階にあるため、

上述の矛盾点について、法律上および政

府の実務面でまだ明確な解決策がない。

実際に取り進めて行き、また試行地区と業

種範囲が更に拡大されるにつれて、今後

明確にされるであろうと思われる。従い、増

値税「税金免除・控除・還付」優遇措置を

享受するのに必要となる「登記証」を問題

無く取得することができるよう、試行サービス

http://www.gov.cn/gongbao/content/2002/content_61768.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/04/content_1221640.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/04/content_1221640.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/04/content_1221640.htm
http://www.scofcom.gov.cn/sfic/sc/list.jsp?menuId=73&sonMenuId=75&rightMenuId=278&id=99910
http://www.gov.cn/gongbao/content/2002/content_61768.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/04/content_1221640.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/04/content_1221640.htm
http://www.gov.cn/flfg/2009-02/04/content_1221640.htm
http://www.scofcom.gov.cn/sfic/sc/list.jsp?menuId=73&sonMenuId=75&rightMenuId=278&id=99910
http://www.scofcom.gov.cn/sfic/sc/list.jsp?menuId=73&sonMenuId=75&rightMenuId=278&id=99910
http://www.scofcom.gov.cn/sfic/sc/list.jsp?menuId=73&sonMenuId=75&rightMenuId=278&id=99910
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述（形式）上具备“技术”特征的合同，

顺利办理手续并获得《登记证》的可能

性较大。当然，需要说明的是，按照上

述“变通”的操作方式办理《登记证》，

在合规性层面，理论上，可能存在一定

的瑕疵。基于该方面的考虑，据了解，

目前在实务中，也有部分外商投资企业

决定暂时放弃享受增值税“免抵退税”

优惠政策。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

综上，试点服务提供者在提供两项服务出口时，

可以结合实际业务需要，依法办理享受增值税优惠

政策的认定手续，以获得相关税收优惠待遇，降低

税负。 
 

（里兆律师事务所 2012 年 07 月 13 日整理编写） 

提供者が契約の締結段階において、契約

内容（実質）、表現（形式）などの面で極

力、「技術」的内容を示すようにし、また手

続き段階においては、商務主管部門との

意思疎通をしっかり行なっておくようお勧め

する。理論的には、「登記証」を取り扱う商

務主管部門は契約に「技術的」内容が含

まれているかなどについての実質的審査を

行うが、現在実務上、表現（形式）上「技

術」的特徴を有している契約の場合、手続

きが問題なく行われ、「登記証」を取得でき

る可能性は比較的高い。勿論、ご注意頂

きたいこととして、上述の「便法的な」やり方

での「登記証」の取得手続きを行うことは適

法性の面では、理論上、一定の瑕疵があ

ると思われる。この点を考慮し、筆者の把

握する限りでは、現在、実務においては、

増値税「税金免除・控除・還付」優遇措

置を当分断念することを決めている外商投

資企業もある。 

 

以上から、係る税収優遇の待遇を受け、税負担が軽

減されるよう、試行サービス提供者が 2 つの輸出サービス

を提供するにあたっては、実際の業務上の必要と併せ、

法に照らし増値税優遇措置の認定手続きを行うように

するとよい。 

 

（里兆法律事務所が 2012 年 7月 13 日付けで作成） 




